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東京電力福島第一原発処理汚染水の海洋放出に反対するよう求める緊急要請 

 

東日本大震災と原発事故から１０年が経過してもなお、多くの被災者が復興と生活再建にむ

けて懸命の努力を続けている最中、政府は東京電力福島第一原発処理汚染水の海洋放出を強行

決定しようとしています。 

菅首相は７日、処分方法をめぐって全国漁業協同組合連合会の岸宏会長らと面会し、「近日中

に政府の方針を決定していきたい」と伝え、１３日の関係閣僚会議で海洋放出を正式決定する

とされています。 

これに対し、全漁連は「風評被害の発生は必至であり、海洋放出は断固反対」との立場を堅

持し、本県漁業関係者や漁協においても強い憤りや危機感をあらわにしています。 

ところが、大井川知事は、政府の方針について「注視していきたい」と述べるにとどまり、

海洋放出に反対する意向を示していません。 

今でも、茨城県はじめ被災県の水産業は先の見通しが立たず、放射能被害からの再建がいか

に困難であるかは明らかです。同時に、不漁や魚価の下落、コロナ禍での需要減少が追い打ち

をかけ、厳しい状況に直面しています。このうえ、海洋放出が強行されれば、漁業や水産加工

業、観光業などへの打撃は計り知れず、風評対策や補償で解決できる問題ではありません。 

福島第一原発構内では中身が不明のコンテナ４０００基が新たに見つかり、柏崎刈羽原発で

は核防護をめぐる重大事象が発生するなど、東京電力や政府に対して強い疑念を抱かざるを得

ません。これらの不信が、復興を妨げている最大の要因です。 

漁業関係者や地元同意もないままに結論ありきで海洋放出を決定することは許されず、政府

は関係者の声に真摯に耳を傾けるべきです。 

よって、知事に対し、以下について緊急に要請いたします。 

 

記 

 
１.茨城県として、東京電力福島第一原発処理汚染水の海洋放出に反対し、方針決定を行わない

よう国に求めること。 

２.当面、地上保管を継続するよう国に求めること。 

以上 


